
  

議案第４２号 

甲賀市道の駅条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和６年６月５日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

   甲賀市道の駅条例 

 （設置） 

第１条 道路利用者への良好な休憩の場の提供及び地域情報の発信等による市民と

来訪者との交流を促進し、地元産品の販売による地域産業の振興及び賑わいの創

出を図るとともに、地域の防災機能の充実を図るため、甲賀市道の駅（以下「道

の駅」という。）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 道の駅の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

道の駅あいの土山 甲賀市土山町北土山５０５番地１３ 

 （施設） 

第３条 道の駅には、次に掲げる施設を設ける。 

 （１） 駐車場 

 （２） トイレ 

 （３） 休憩施設 

 （４） 情報発信施設 

 （５） 物販施設 

 （６） 飲食施設 

 （７） 交流施設 

 （８） 屋外広場 

 （９） 多目的室 

 （１０） その他附帯施設 

 （事業） 

第４条 道の駅は、第１条の目的を達成するために、次に掲げる事業を実施する。 

 （１） 道路利用者への休憩の場の提供に関すること。 

 （２） 観光情報、地域情報等の発信に関すること。 

 （３） 地元産品その他の物品の販売及び飲食物の提供に関すること。 

 （４） 市民と来訪者との交流の増加及び促進に関すること。 

 （５） 災害発生時の被災者等への支援に関すること。 

 （６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業に関すること。 



  

 （管理の基準） 

第５条 市長は、道の駅を常に良好な状態にあるように管理し、第１条の目的に応

じて効率的かつ適正に運用しなければならない。 

 （開館時間及び休館日） 

第６条 道の駅の開館時間及び休館日は、規則で定めるものとする。 

 （利用の許可） 

第７条 道の駅の施設のうち別表に掲げる施設（以下「貸し施設」という。）を利

用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。許可を受

けた事項を変更しようとするときも同様とする。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、貸し施設の管理運営上の必要がある

と認めるときは、その許可について条件を付することができる。 

 （利用の制限） 

第８条 市長は、前条第１項の規定による許可をする場合において、次の各号のい

ずれかに該当するときは、貸し施設の利用を許可しない。 

 （１） 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められると

き。 

 （２） 貸し施設を損傷するおそれがあると認められるとき。 

 （３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団その他集団的又は常習的に暴力的不法行為

を行うおそれがある組織の利益になると認められるとき。 

 （４） 前３号に掲げる場合のほか、貸し施設の管理上支障があると認められる

とき。 

 （利用許可の取消し等） 

第９条 市長は、第７条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該許可に係る利用の条件を変更

し、若しくは利用を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。 

 （１） 許可を受けた利用の目的に違反したとき。 

 （２） この条例若しくはこの条例に基づく規則又は市長の指示した事項に違反

したとき。 

 （３） 偽り又は不正の手段によって許可を受けたとき。 



  

 （４） 天災地変その他の避けることができない理由により必要があると認めら

れるとき。 

 （５） 公益上必要があると認められるとき。 

 （６） 前各号に掲げる場合のほか、貸し施設の管理上特に必要があると認めら

れるとき。 

２ 前項の規定により許可に係る利用の条件を変更し、若しくは利用を停止し、又

は許可を取り消した場合において、利用者に損害が生じても、市はその賠償の責

めを負わない。 

 （使用料） 

第１０条 貸し施設の使用料（以下「使用料」という。）は、別表で定めるとおり

とする。 

２ 使用料は、第７条第１項の利用の許可を受けた際に納付する。ただし、市長が

特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 （使用料の減免） 

第１１条 市長は、規則で定めた基準に該当するときは、使用料を減額し、又は免

除することができる。 

 （使用料の還付） 

第１２条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、災害その他利用者の責

めによらない理由により利用をすることができないときその他市長が必要と認め

た場合は、この限りでない。 

 （原状回復の義務） 

第１３条 利用者は、貸し施設の利用が終わったときは、速やかに当該貸し施設を

原状に回復し、又は搬入した物件を撤去しなければならない。第９条第１項の規

定により利用の停止又は許可の取消しの処分を受けたときも、同様とする。 

２ 利用者が、前項の義務を履行しないときは、市長において原状に回復し、これ

に要した費用は、利用者の負担とする。 

 （損害賠償） 

第１４条 利用者が、故意又は過失によって道の駅の施設を損傷し、又は滅失した

ときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させる

ことが適当でないと認めるときは、この限りでない。 



  

 （指定管理者の指定等） 

第１５条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４４条の２第３項の規定により、道の駅の管理に関する次に掲げる業務（以

下「管理業務」という。）を指定管理者に行わせることができる。 

 （１） 第４条各号に規定する事業の実施に関する業務 

 （２） 道の駅の利用の許可に関する業務 

 （３） 道の駅の施設の維持管理に関する業務 

 （４） 利用料金（法第２４４条の２第８項に規定する料金をいう。以下同

じ。）の収受に関する業務 

 （５） 前各号に掲げるもののほか、道の駅の運営に関して市長が必要と認める

業務 

２ 前項の規定により、市長が指定管理者に管理業務を行わせる場合における第５

条、第７条、第８条、第９条第１項、第１０条第２項、第１２条及び第１３条第

２項の規定の適用については、「市長」とあるのは「指定管理者」とし、第９条

第２項の規定の適用については、「市」とあるのは「市及び指定管理者」とし、

第１１条の規定の適用については、「市長」とあるのは「指定管理者」と、「使

用料」とあるのは「利用料金」とする。 

 （利用料金） 

第１６条 前条第１項の規定により、指定管理者に管理業務を行わせる場合におけ

る利用料金の額は、別表の範囲において、指定管理者が市長の承認を得て定める

ものとする。 

 （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内において規則で

定める日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から起算して１年を超

えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

 （甲賀市土山自然休養村管理センター条例の廃止） 

２ 甲賀市土山自然休養村管理センター条例（平成１６年甲賀市条例第１２８号）



  

は、廃止する。 

 （準備行為） 

３ 第７条第１項の規定による利用の許可、第１５条第１項の規定による指定管理

者の指定その他の準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができ

る。 

別表（第７条、第１０条、第１６条関係） 

単位（円） 

施設名 区分 金額 

市内 市外 

多目的室１ １時間につき ６００ １，２００ 

多目的室２ １時間につき ５００ １，０００ 

多目的室３ １時間につき ６００ １，２００ 

多目的室４ １時間につき ６００ １，２００ 

多目的室５ １席当たり１時間につき ２００ ４００ 

多目的室６ １時間につき ３００ ６００ 

多目的室７ １時間につき ４００ ８００ 

多目的室８ １時間につき ５００ １，０００ 

屋外広場及びその他附

帯施設 

１平方メートル当たり１

日につき 

２００ ４００ 

 備考 

  １ 「市内」とは、市内に在住、在勤若しくは在学する者、市内に在住、在勤

若しくは在学する者が半数を超える団体又は市内に事業所、店舗その他の施

設を置く法人が利用する場合に適用し、「市外」とは、市内以外の場合に適

用する。 

  ２ 営利の目的をもって利用する場合の１時間（屋外広場及びその他附帯施設

にあっては、１日）当たりの使用料の額は、この表に定める額の３倍に相当

する額とする。 

  ３ 前項の場合において、入場料その他これに類する金銭を徴収するときは、

入場料総収入額の１割に相当する額を使用料として徴収する。 



  

４ 利用時間が１時間（屋外広場及びその他附帯施設にあっては、１日）に満

たない場合の使用料は、１時間（屋外広場及びその他附帯施設にあっては、

１日）とみなした額とし、利用時間を延長する場合も同様とする。なお、利

用時間は、本来の利用目的に要する時間のほか、準備及び後始末に要する時

間を含めたものとする。 

  ５ 利用面積が１平方メートルに満たない場合の使用料は、１平方メートルと

みなした額とする。 

 



議案第４３号  

 甲賀市保育園設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。  

令和６年６月５日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市保育園設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 甲賀市保育園設置等に関する条例（平成２１年甲賀市条例第３７号）の一部を次

のように改正する。 

 付則に次のように加える。 

 （一時預かり保育料の特例） 

４ 本市の区域内に住所を有する者に係る一時預かり保育料は、第２３条の規定に

かかわらず、当分の間、無料とする。  

   付 則  

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 
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議案第４３号参考資料 

甲賀市保育園設置等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （一時預かり保育料）  （一時預かり保育料） 

第２３条 前条の規定により一時預かり保育の利用の許可を受けた保護

者は、一時預かり保育料として別表第５に定める金額を納付しなければ

ならない。 

第２３条 前条の規定により一時預かり保育の利用の許可を受けた保護

者は、一時預かり保育料として別表第５に定める金額を納付しなければ

ならない。 

   付 則    付 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

 （一時預かり保育料の特例）  

４ 本市の区域内に住所を有する者に係る一時預かり保育料は、第２３条

の規定にかかわらず、当分の間、無料とする。 

 

   付 則  

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。  

 



議案第４４号  

 甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例の制定について  

上記の議案を提出する。  

令和６年６月５日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の  

   一部を改正する条例  

 甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

甲賀市条例第２１号）の一部を次のように改正する。  

 第３０条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。  

 第３２条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。  

 第４５条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。  

 第４８条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。  

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれ

があるときは、当分の間、この条例による改正後の第３０条第２項、第３２条第

２項、第４５条第２項及び第４８条第２項の規定は、適用しない。この場合にお

いて、この条例による改正前の第３０条第２項、第３２条第２項、第４５条第２

項及び第４８条第２項の規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 
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議案第４４号参考資料 

甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

（職員） （職員） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数に１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数に１を加えた数以上とする。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね１５人につき１人 

（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね２０人につき１人 

（４） 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各

号に定める数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は

保育士とする。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各

号に定める数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は

保育士とする。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第 （３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０項第
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２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね１５人につき１人 

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね２０人につき１人 

（４） 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（保育所型事業所内保育事業所の職員） （保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４５条 （略） 第４５条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数以上とする。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき

２人を下回ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数以上とする。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき

２人を下回ることはできない。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね１５人につき１人 

（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね２０人につき１人 

（４） 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（小規模型事業所内保育事業所の職員） （小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第４８条 （略） 第４８条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 
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（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね１５人につき１人 

（３） 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１２項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

  おおむね２０人につき１人 

（４） 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及

ぼすおそれがあるときは、当分の間、この条例による改正後の第３０

条第２項、第３２条第２項、第４５条第２項及び第４８条第２項の規

定は、適用しない。この場合において、この条例による改正前の第３

０条第２項、第３２条第２項、第４５条第２項及び第４８条第２項の

規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

 

 



議案第４５号  

 甲賀市子育て支援センター条例の一部を改正する条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

令和６年６月５日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市子育て支援センター条例の一部を改正する条例 

 甲賀市子育て支援センター条例（平成１６年甲賀市条例第９４号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条の表甲賀市水口子育て支援センターの項中「甲賀市水口町八坂４番１０号」

を「甲賀市水口町水口５６０７番地」に改める。 

 第３条第２項を次のように改める。 

２ 前項に規定する事業のほか、甲賀市土山子育て支援センター、甲賀市甲賀子育

て支援センター、甲賀市甲南子育て支援センター及び甲賀市信楽子育て支援セン

ターにおいては、保護者の一時的な保育の需要に対応する事業（以下「一時預か

り保育」という。）を行うものとする。 

 第７条の見出し中「一時預かり保育等」を「一時預かり保育」に改め、同条中「第

３条」を「第３条第２項」に改め、「及び病児・病後児保育（以下「一時預かり保

育等」という。）」を削り、「、利用日数」を「及び利用日数」に改める。 

 第８条の見出し及び同条から第１０条の見出しまでの規定中「一時預かり保育等」

を「一時預かり保育」に改める。 

 付則に次の１項を加える。 

 （使用料の特例） 

３ 本市の区域内に住所を有する者に係る使用料は、第９条の規定にかかわらず、

当分の間、無料とする。 

 別表第１中「             「 

利用時間  利用時間 

午前７時３０

分から午後６

時まで 

 午前９時から

午後５時まで 

午前９時から

午後５時まで 

 

 

 

 

 」を             」に改める。 



 別表第２及び別表第３を次のように改める。 

別表第２（第７条関係） 

区分 内容 

利用対象者 本市の区域内に住所を有する就学前の者で、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第２４条の規定による保育の利用の対

象とならないもの 

利用時間 休館日を除く午前９時から午後５時まで 

利用可能日数 家庭における保育が断続的に困難となる

児童 

原則として週３日 

保護者の傷病、入院等社会的にやむを得

ないと認められる事由により、緊急かつ

一時的に保育を必要とする児童 

原則として１４日以

内の期間 

保育者の育児に伴う心身の負担を軽減す

るために一時的に保育を必要とする児童 

原則として半日又は

１日 

別表第３（第９条関係） 

区分 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

１日 １日 １日 

市内 ２，８００円 １，４００円 １，２００円

市長が特に必要と

認めたもの 

４，０００円 ２，６００円 ２，０００円

 備考 

  １ 「１日」とは、１利用日において利用した時間が４時間を超える場合をい

う。４時間以内は、半額の使用料とする。 

  ２ 対象児童の年齢は、利用年度の４月１日現在における満年齢による。 

  ３ 給食サービス等を受けた場合はその実費を負担するものとする。 

   付 則 

 この条例は、令和６年１０月１日から施行する。ただし、付則に１項を加える改

正規定は、令和６年７月１日から施行する。 
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議案第４５号参考資料 

甲賀市子育て支援センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

甲賀市水口子育て支援センター 甲賀市水口町水口５６０７番地 

（略） 
 

名称 位置 

甲賀市水口子育て支援センター 甲賀市水口町八坂４番１０号  

（略） 
 

（事業） （事業） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項に規定する事業のほか、甲賀市土山子育て支援センター、甲賀

市甲賀子育て支援センター、甲賀市甲南子育て支援センター及び甲賀

市信楽子育て支援センターにおいては、保護者の一時的な保育の需要

に対応する事業（以下「一時預かり保育」という。）を行うものとす

る。 

２ 前項に規定する事業のほか、次の各号に掲げる支援センターにおい

ては、当該各号に定める事業を行うものとする。 

（１） 甲賀市土山子育て支援センター、甲賀市甲賀子育て支援セン

ター、甲賀市甲南子育て支援センター及び甲賀市信楽子育て支援セ

ンター 保護者の一時的な保育の需要に対応する事業（以下「一時

預かり保育」という。） 

（２） 甲賀市水口子育て支援センター 児童等が病気の回復期又は

病気の回復期に至らない場合で、かつ、当面症状の急変が認められ

ず、集団保育が困難な期間の一時的な保育に対応する事業（以下「病

児・病後児保育」という。） 

（利用時間等） （利用時間等） 
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第５条 支援センターの利用時間及び休館日は、別表第１のとおりとす

る。 

第５条 支援センターの利用時間及び休館日は、別表第１のとおりとす

る。 

２ （略） ２ （略） 

（一時預かり保育 の利用） （一時預かり保育等の利用） 

第７条 第３条第２項に規定する一時預かり保育          

                  の利用対象者、利用時間及び利

用日数については、別表第２のとおりとする。 

第７条 第３条   に規定する一時預かり保育及び病児・病後児保育

（以下「一時預かり保育等」という。）の利用対象者、利用時間、利

用日数については、別表第２のとおりとする。 

（一時預かり保育 の利用許可） （一時預かり保育等の利用許可） 

第８条 一時預かり保育 を利用する者は、あらかじめ市長の許可を受

けなければならない。 

第８条 一時預かり保育等を利用する者は、あらかじめ市長の許可を受

けなければならない。 

（一時預かり保育 の使用料） （一時預かり保育等の使用料） 

第９条 前条の規定により、一時預かり保育 の利用の許可を受けた者

は、別表第３に定める使用料を納付しなければならない。 

第９条 前条の規定により、一時預かり保育等の利用の許可を受けた者

は、別表第３に定める使用料を納付しなければならない。 

（一時預かり保育 の使用料の減免） （一時預かり保育等の使用料の減免） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

付 則 付 則 

１及び２ （略） １及び２ （略） 

 （使用料の特例）  

３ 本市の区域内に住所を有する者に係る使用料は、第９条の規定にかか

わらず、当分の間、無料とする。 

 

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係） 
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施設の名称 利用時間 休館日 

甲賀市水口子

育て支援セン

ター 

午前９時から午

後５時まで  

  

（略） 

（略） 

 

（略） 

 

施設の名称 利用時間 休館日 

甲賀市水口子

育て支援セン

ター 

午前７時３０分

から午後６時ま

で 

（略） 

（略） 午前９時から午

後５時まで 

（略） 

 

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係） 

            （１） 一時預かり保育 

区分 内容 

利用対象者 本市の区域内に住所を有する就学前の者で、児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の規定によ

る保育の利用の対象とならないもの 

利用時間 休館日を除く午前９時から午後５時まで 

利用可能日数 家庭における保育が断続的に困難と

なる児童 

原則として週３日 

保護者の傷病、入院等社会的にやむ

を得ないと認められる事由により、

緊急かつ一時的に保育を必要とする

児童 

原則として１４日

以内の期間 

保育者の育児に伴う心身の負担を軽

減するために一時的に保育を必要と

する児童 

原則として半日又

は１日 

 

区分 内容 

利用対象者 本市の区域内に住所を有する就学前の者で、児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の規定によ

る保育の利用の対象とならないもの 

利用時間 休館日を除く午前９時から午後５時まで 

利用可能日数 家庭における保育が断続的に困難と

なる児童 

原則として週３日 

保護者の傷病、入院等社会的にやむ

を得ないと認められる事由により、

緊急かつ一時的に保育を必要とする

児童 

原則として１４日

以内の期間 

保育者の育児に伴う心身の負担を軽

減するために一時的に保育を必要と

する児童 

原則として半日又

は１日 
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 （２） 病児・病後児保育 

 区分 内容 

利用対象者 本市の区域内に住所を有するか市内の保育園等に通園

している児童（小学校低学年児童を含む。）であって、

病気の回復期又は病気の回復期に至らない場合で、当

面症状の急変が認められない場合にあり、集団生活が

困難な児童で、かつ、保護者の勤務の都合等により家

庭で育児を行うことが困難な児童 

利用時間 月曜日から金曜日 午前７時３０分か

ら午後６時まで 

１月４日及び８月

１３日から８月１

６日までの日を除

く。 

土曜日 午前７時３０分か

ら正午まで 

利用可能日数 原則として連続した７日までの期間。ただし、児童の

健康状態についての医師判断及び保護者の状況により

必要と認められる場合を除く。 
 

別表第３（第９条関係） 別表第３（第９条関係） 

            （１） 一時預かり保育 

区分 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

１日 １日 １日 

市内 ２，８００円 １，４００円 １，２００円

市長が特に必要と

認めたもの 

４，０００円 ２，６００円 ２，０００円

 

区分 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

１日 １日 １日 

市内 ２，８００円 １，４００円 １，２００円

市長が特に必要と

認めたもの 

４，０００円 ２，６００円 ２，０００円
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備考 備考 

１ 「１日」とは、１利用日において利用した時間が４時間を超え

る場合をいう。４時間以内は、半額の使用料とする。 

１ 「１日」とは、１利用日において利用した時間が４時間を超え

る場合をいう。４時間以内は、半額の使用料とする。 

２ 対象児童の年齢は、利用年度の４月１日現在における満年齢に

よる。 

２ 対象児童の年齢は、利用年度の４月１日現在における満年齢に

よる。 

３ 給食サービス等を受けた場合はその実費を負担するものとす

る。 

３ 給食サービス等を受けた場合はその実費を負担するものとす

る。 

 （２） 病児・病後児保育 

 区分 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

１日 １日 １日 

市内 ２，８００円 １，４００円 １，２００円

市長が特に必要と

認めたもの 

４，０００円 ２，６００円 ２，０００円

 

 備考 

 １ 「１日」とは、１利用日において利用した時間が４時間を超え

る場合をいう。４時間以内は、半額の使用料とする。 

 ２ 対象児童の年齢は、利用年度の４月１日現在における満年齢に

よる。 

 ３ 給食サービス等を受けた場合はその実費を負担するものとす

る。 

   付 則  
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この条例は、令和６年１０月１日から施行する。ただし、付則に１項を

加える改正規定は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 



議案第４６号  

 甲賀市児童クラブ条例の一部を改正する条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

令和６年６月５日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 甲賀市児童クラブ条例（平成１８年甲賀市条例第４８号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第１土山かしきや児童クラブの項中「甲賀市土山町北土山２０２５番地」を

「甲賀市土山町北土山１４６２番地」に改める。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める

日から施行する。 
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議案第４６号参考資料 

甲賀市児童クラブ条例新旧対照表 

改正案 現行 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 児童クラブの名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 第２条 児童クラブの名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

名称 位置 

（略） 

土山かしきや児童クラブ 甲賀市土山町北土山１４６２番地 

（略） 
 

名称 位置 

（略） 

土山かしきや児童クラブ 甲賀市土山町北土山２０２５番地 

（略） 
 

   付 則  

 この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則

で定める日から施行する。 

 

 



議案第４７号 

 甲賀市固定資産税特別措置条例の一部を改正する条例の制定について 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年６月５日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

                                       

                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市固定資産税特別措置条例の一部を改正する条例  

 甲賀市固定資産税特別措置条例（平成２５年甲賀市条例第４９号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１条中「及び雇用機会の拡大を図るとともに」を「並びに雇用機会の拡大及び

雇用環境の向上を図るとともに、環境と経済活動及び社会活動とが調和した持続可

能な社会の実現に向け、本市においてカーボンニュートラル社会の実現に取り組む

企業等を支援し、」に改める。 

 第２条第７号中「１００分の０．７」の次に「（環境省ＬＤ－Ｔｅｃｈ認証製品

（脱炭素化を促進する設備・機器等のうち、二酸化炭素削減に最大の効果をもたら

す製品として環境省ＬＤ－Ｔｅｃｈ認証制度により認証された製品をいう。）を利

用した設備投資にあっては、当該部分につき１００分の０．０）」を加える。 

 第４条中「次の各号」を「次の各号のいずれか」に改め、同条各号を次のように

改める。 

 （１） 中小企業者の企業等が行う新設等の場合に、当該新設等に係る投下固定

資産額が１億円以上の企業等であって、次のいずれかに該当するもの 

  ア 新設等に伴って増加する常用雇用者が５人以上であること。 

  イ 申請日の属する事業年度の前年度において当該企業の従業員に対し支給し

た給与等の総額（雇用者給与等支給額）を、申請日の属する事業年度又は当

該年度の翌年度において、１．５パーセント以上増加させる方針を従業員に

表明していること。 

 （２） 中小企業者以外の企業等が行う新設等の場合に、当該新設等に係る投下

固定資産額が１０億円以上の企業等であって、次のいずれかに該当するもの 

  ア 新設等に伴って増加する常用雇用者が１５人以上であること。 

  イ 申請日の属する事業年度の前年度において当該企業の従業員に対し支給し

た給与等の総額（雇用者給与等支給額）を、申請日の属する事業年度又は当

該年度の翌年度において、３パーセント以上増加させる方針を従業員に表明

していること。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和６年１月２日以後に新設等が完了し、か

つ、事業を開始したものから適用する。 
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議案第４７号参考資料 

甲賀市固定資産税特別措置条例新旧対照表 

改正案 現行 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条第

２項の規定により、固定資産税の特別措置を講ずることにより、企業

等の新たな資本投下を促し、産業の振興並びに雇用機会の拡大及び雇

用環境の向上を図るとともに、環境と経済活動及び社会活動とが調和

した持続可能な社会の実現に向け、本市においてカーボンニュートラ

ル社会の実現に取り組む企業等を支援し、将来にわたり安定的に税収

を確保することで、地域経済の発展及び市民生活の安定向上に資する

ことを目的とする。 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条第

２項の規定により、固定資産税の特別措置を講ずることにより、企業

等の新たな資本投下を促し、産業の振興及び雇用機会の拡大を図ると

ともに                                                        

                                                              

                                      将来にわたり安定的に税収

を確保することで、地域経済の発展及び市民生活の安定向上に資する

ことを目的とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） 不均一課税 甲賀市税条例（平成１６年甲賀市条例第４５号。

以下「税条例」という。）第６２条の規定にかかわらず、固定資産

税（家屋及び償却資産に限る。）の税率を、１００分の０．７（環

境省ＬＤ－Ｔｅｃｈ認証製品（脱炭素化を促進する設備・機器等の

うち、二酸化炭素削減に最大の効果をもたらす製品として環境省Ｌ

（７） 不均一課税 甲賀市税条例（平成１６年甲賀市条例第４５号。

以下「税条例」という。）第６２条の規定にかかわらず、固定資産

税（家屋及び償却資産に限る。）の税率を、１００分の０．７     
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Ｄ－Ｔｅｃｈ認証制度により認証された製品をいう。）を利用した

設備投資にあっては、当該部分につき１００分の０．０ ）とするこ

とをいう。 

                                                            

                                                    とするこ

とをいう。 

（不均一課税の要件等） （不均一課税の要件等） 

第４条 市内において新設等を行う次の各号のいずれかに該当する企業

等について、３年間に限り、当該固定資産税に不均一課税を行う。 

第４条 市内において新設等を行う次の各号          に該当する企業

等について、３年間に限り、当該固定資産税に不均一課税を行う。 

（１） 中小企業者の企業等が行う新設等の場合に、当該新設等に係

る投下固定資産額が１億円以上の企業等であって、次のいずれかに

該当するもの 

ア 新設等に伴って増加する常用雇用者が５人以上であること。 

イ 申請日の属する事業年度の前年度において当該企業の従業員に

対し支給した給与等の総額（雇用者給与等支給額）を、申請日の

属する事業年度又は当該年度の翌年度において、１．５パーセン

ト以上増加させる方針を従業員に表明していること。 

（１） 中小企業者の企業等が行う新設等の場合に、当該新設等に係

る投下固定資産額が１億円以上で、かつ、これを当該事業の用に供

したことに伴って増加する常用雇用者が５人以上ある企業。 

（２） 中小企業者以外の企業等が行う新設等の場合に、当該新設等

に係る投下固定資産額が１０億円以上の企業等であって、次のいず

れかに該当するもの 

ア 新設等に伴って増加する常用雇用者が１５人以上であること。 

イ 申請日の属する事業年度の前年度において当該企業の従業員に

対し支給した給与等の総額（雇用者給与等支給額）を、申請日の

属する事業年度又は当該年度の翌年度において、３パーセント以

上増加させる方針を従業員に表明していること。 

（２） 中小企業者以外の企業等が行う新設等の場合に、当該新設等

に係る投下固定資産額が１０億円以上で、かつ、これを当該事業の

用に供したことに伴って増加する常用雇用者の数が１５人以上ある

企業。 
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   付 則  

 この条例は、公布の日から施行し、令和６年１月２日以後に新設等が完

了し、かつ、事業を開始したものから適用する。 
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